
１ 公共交通担い手確保支援事業（令和５年９月補正予算）【予算額：50,000千円】
事業者の取組に対しスピード感を持って支援を行うため、令和５年９月に補正予算
（50,000千円）を計上

⑴ 交通事業者及び業界団体への支援（補助金） 【予算額：37,000千円】
・補助対象者：京都市域に本社又は営業所を置く路線バス事業者、法人タクシー事業者

京都府バス協会、京都府タクシー協会
・補助対象経費：担い手不足対策の取組に要する経費を幅広く対象

（二種免許取得支援や啓発ツール作成、事業者向けセミナー開催など）
・補 助 率：５分の４
・上 限 額：事業者当たり1,000千円、業界団体当たり3,500千円

⑵ 公共交通の担い手確保の重要性に関する広報面の支援【予算額：13,000千円】
・市民生活における公共交通の担い手の重要性や魅力を発信しイメージアップを図る。
・公共交通でのエピソードを募集し、集まったエピソードを交通広告やＷＥＢ広告で発信

【京都市】公共交通の担い手確保対策
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２ 公共交通担い手確保・定着支援事業（令和６年度第二次編成予算）

⑴ 交通事業者及び業界団体への支援（補助金） 【予算額：31,000千円】
・補助対象者：京都市域に本社又は営業所を置く路線バス事業者、法人タクシー事業者、

地域鉄道
京都府バス協会、京都府タクシー協会

・補助対象経費：担い手確保・定着のための労働環境改善に資する取組
（福利厚生に係る施設の整備等）
その他担い手不足対策の取組に要する経費を幅広く対象
（二種免許取得支援や啓発ツール作成、事業者向けセミナー開催など）

・補 助 率：２分の１
・上 限 額：事業者当たり1,000千円、業界団体当たり3,500千円

３ バス事業者担い手確保検討WGの設置・運営
令和６年１月に、公共交通ネットワーク会議に新たに「バス事業者担い手確保検討Ｗ
Ｇ」を設置。バス事業者及び行政の連携により、担い手確保に向けた効果的な取組を検
討・実施する。

【京都市】公共交通の担い手確保対策



１ 背景
運転士等の担い手不足の深刻化や利用者数の減少、燃料費高騰など路線バスは厳しい経
営環境に置かれ、そうした中で本市内でもバス路線の減便等が相次いでいる。
こうした状況を踏まえ、「京都市地域公共交通計画」に基づき、市民生活に不可欠な路
線を確保するため、バス事業者への新たな支援制度を創設する。

２ 事業概要
既存のバス路線廃止による新たな交通空白地を発生させず、市民生活に必要不可欠な路
線を維持し、「市民の足」を確保するため、「代替性のない路線」と「その路線別収支」
に着目した路線補助を実施する。

また、支援対象路線においては、地域住民、バス事業者、京都市が一体となったモビリ
ティ・マネジメントを実施し、当該路線の利用を促すことで、路線の維持確保に取り組む。

【京都市】バス路線の維持に向けた新たな支援（令和6年度第二次編成予算）

【予算額295,000千円】



⑴ バス路線運行維持に対する支援【予算額：288,000千円】
市域内を運行するバス事業者等を対象とし、以下の要件を満たす路線について、路線

収支の赤字に対する補助を実施する。
① 当該路線が廃止されることによって鉄道駅やバス停の一定距離圏内から外れる地域
が発生すること

② 路線収支が赤字であること
③ 一定の市民利用がある生活路線であること

・補助対象経費：補助対象路線の赤字相当額
・補 助 率：１／２（民間バス等は４／５）

⑵ モビリティ・マネジメントに対する支援【予算額：7,000千円】
支援対象路線の利用を促すため、沿線の地域住民とバス事業者、京都市が一体となっ

て実施するモビリティ・マネジメントの取組に対して、その必要経費（利用促進に向け
た情報提供や啓発の実施等に係る経費）に対する補助を実施する。
・補 助 率：１／２
・上 限 額：1,000千円

【京都市】バス路線の維持に向けた新たな支援（令和6年度第二次編成予算）


